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ＢＯＰビジネスへの政策的支援と具体的取り組みについて

経済産業省

貿易経済協力局 通商金融・経済協力課

１．ＢＯＰビジネス支援の背景と意義

２．ＢＯＰビジネス普及拡大に向けた取組

３．ＢＯＰビジネス支援センターの概要

主として、途上国の低所得階層を対象とした持続可能な、現
地における様々な社会的課題の解決に資することが期待さ
れる新たなビジネスモデル。

＜産業政策として＞
●先進国市場の相対的縮小、途上国市場の成長・拡大

→世界経済における新たな市場

（１） BOP層（１） BOP層 （２） 検討の背景（２） 検討の背景

１．ＢＯＰビジネス支援の背景と意義

年間所得（※２

約１.75億人

年間所得20,000ドル

【世界の所得ピラミッド】

（「ネクスト・ボリュームゾーン」）

●ハイエンド製品・サービスを強みとしてきた日本企業

＜経済協力政策として＞

●途上国における多くの課題（貧困、衛生、教育等）の
解決の必要性

＜欧米諸国の動向＞
●企業、援助機関、ＮＧＯが連携して、ビジネスと現地

課題解決を両立

●国際機関、政府も積極的に支援

年間所得（※２

約１４億人
年間所得3,000

BOP層
約４０億人
（５兆ドル）

年間所得 ,

年間所得3000ドル

※1

※2

出所）「THE NEXT 4 BILLION(2007 World Resource Institute,
International Finance Corporation)」より経済産業省作成

※1 世界人口の約72%
※2 日本の実質国内総生産に相当
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＜海外企業の例①＞
ライフストロー （ベスタゴー・フランセン）

営業支店 営業支店 ・・・

製品ブランド
マネジャー

テクニカル
マネジャーエリア統括マネジャー（６名）

営業支店（３５店）

社内関係部門

シャクティの管理者（７００名）

ヒンドゥスタン・

ユニリーバ

支援

政府・自治体

約４００のNGO

例：啓発活動などで
連携して活動

＜海外企業の例②＞
衛生商品 （ユニリーバ）

（３） BOPビジネスの事例（３） BOPビジネスの事例

● 欧米による積極的な取組（中国、韓国も動き始めている）

● 一方、日本企業の事例は少ない

Vestergaard Frandsen ＷＥＢサイトより

シャクティ（１５，０００名）

アウトソース
シャクティの管理者（７００名）

農村市場

政府 自治体

例：AP州の
eガバメント政策
との連携

ヒンドゥスタンユニリーバへのヒアリング（2006年）、公開資料に基づきＮＲＩ作成

＜日本企業の例①＞
オリセットネット（住友化学株式会社）

住友化学株式会社提供

  

水質浄化剤

水質浄化剤による凝集の様子（日本
ポリグル株式会社WEBサイトより）

水質浄化剤で水をきれいにす
る子供たち

＜日本企業の例②＞
水質浄化剤（日本ポリグル株式会社）
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（４）政策支援の必要性

● ＢＯＰビジネスへの政策支援は下記３点より重要

① 日本企業の海外展開支援

② 途上国における課題解決

③ アジア等の所得向上に貢献

● 官民一体の取組（「官民連携」）による我が国企業等による
BOPビジネス推進の取組は、様々な立場の関係者にとって、

新たなフロンティアフロンティアであり、それを開拓するイノベーションイノベーションの実
現によって、各主体にとって有益（WinWin--WinWin--WinWin型型）な取組と

なる可能性あり。

我が国としても戦略的に取り組むべき。
具体的施策のあり方を検討。
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～～ 全ての関係者にとって有益な（Ｗｉｎ－Ｗｉｎ－Ｗｉｎ型）取組となる可能性全ての関係者にとって有益な（Ｗｉｎ－Ｗｉｎ－Ｗｉｎ型）取組となる可能性 ～～

【 日本の視点 】

■我が国政府の視点
○官民連携による継続的・効率的な経済協

力の実施

：途上国の生活水準向上・貧困削減、アジア等途

上国経済発展による我が国経済の活性化

○我が国経済協力の認識度、存在感の向上

○我が国企業の海外進出支援

：海外市場の創出・拡大による企業・経済全体の

発展

■我が国企業の視点

○新たな市場の獲得（又は将来の獲得への布石）

○基準・スタンダードの獲得

○国内市場への逆展開が可能な商品・サービスの開発

○中小企業の海外進出の機会

○自らの事業のイノベーションの契機

（これまでにない、商品、サービス、販路、パートナーシップ等）

○企業、政府、援助機関、ＮＧＯ／ＮＰＯ、社会起業家等（※）との相
互連携 よる事業 持続化 効率化

（※） ＮＰＯ／ＮＧＯ、社会起業家等も実施主体となり得る

（参考）

■政府（途上国）の視点

○市場活性化、雇用、対内直接投資、輸出拡大による経済発展

○貧困削減、国民生活水準の向上

■ＢＯＰ層（途上国）の視点

○必要とする商品・サービスの入手機会の拡大・創出

○ＢＯＰペナルティ（貧困ゆえに割高・低品質なものを購入せざる

を得ない、商品・サービスへのアクセスが困難／不可能な状

態）の解消

○新たな雇用機会の創出に伴う貧困からの脱出

■ＮＧＯ／ＮＰＯ等の視点
○企業との連携による新たなＢＯＰ層支援ニーズの発掘

○企業との連携による持続的・効率的な支援の実施

■援助機関の視点

○民間の資金・商品・サービス・ネットワークを活用した、途
上国における社会的課題（ＭＤＧｓ等）の効率的な解決

【 途上国の視点 】 【 援助団体・機関の視点 】

互連携による事業の持続化・効率化
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３つの柱 10の分野 取組み目標（解決すべき社会課題）

１．貧困削減に向けた
日本の取組み ①教育 低い成人識字率や、初等教育就学率等の改善

②保健医療・福祉 高い乳幼児死亡率等の改善

③水・衛生 改善された水源を利用できる人口の率等の改善

④農林水産業 農林水産業における生産の高効率化等による所得向上

＜重点産業分野＞

 国際機関・海外支援機関における重点分野・支援実績、我が国企業の進出希望分
野及び政府開発援助における重点分野（ODA大綱等）を踏まえれば以下の通り。

（５）我が国企業によるＢＯＰビジネス参入を支援すべき重点分野

④農林水産業 農林水産業における生産の高効率化等による所得向上

⑤食料・栄養 飢餓の削減や栄養状況等の改善

２．日本の強みのある
分野 ⑥環境エネルギー機器 省エネ技術等を活用した電化、ネットワーク等

⑦家電電器・産業機械 生活の質の向上、２次産業への移行による所得向上等

３．これらの骨格となる
基本インフラ

⑧情報・通信

①～⑦の実現のために必要な社会基盤の整備
⑨金融・ファイナンス

⑩運輸・輸送機器

＜重点地域＞

 地理的近接性やビジネスとしての発展性（例：BOP人口約40億人のうち、約30億人が

アジア）等を踏まえ、アジアに重点を置きつつも発展途上国を広く対象アジアに重点を置きつつも発展途上国を広く対象とし、社会的課
題解決の必要性、ビジネスとしての発展性等を勘案し、具体的な案件ごとに判断。
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① ＢＯＰビジネスフォーラム

BOPBOPビジネスの概念の普及と意識の醸成ビジネスの概念の普及と意識の醸成

② 普及啓発セミナー

③ 国際シンポジウム等

④ 情報発信

BOPBOPビジネス政策研究会ビジネス政策研究会

研究会（座長：（社）日本貿易会 勝俣会長）

ＷＧ（座長：駿河台大学大学院 水尾教授）

論 点

① BOPビジネスの位置付け・可能性

② 我が国企業の参入が期待できる分野

２．ＢＯＰビジネス普及拡大に向けた取組

（１）これまでの取組

具体的なビジネスモデル形成支援具体的なビジネスモデル形成支援

・ 10企業・団体からの提案について
現地調査を実施。

（現地Ｆ／Ｓ調査）

BOPBOP層のニーズ層のニーズ
及び及びBOPBOPビジネスの実態調査ビジネスの実態調査

① 潜在ニーズ調査

・ アジア、アフリカ諸国における市場調査

② 事例調査

・ 国内外の企業、NGO／NPO、支援機
関等の取組・事例

② 我が国企業の参入が期待できる分野

③ 普及拡大に向けた関係者の役割、
支援策の方向性
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● 我が国の支援施策、海外機関の支援施策の状況・特徴を踏
まえ、下記対応が必要。

対応の方向性（支援すべき内容）

① BOPビジネスに必要な情報の 獲得

② パートナーシップの構築

（２）今後の対応の方向性 （ＢＯＰビジネス政策研究会報告書より）

③ 現地BOP層・関係者への普及・啓発

④ 資金・金融面の課題の解決

⑤ 技術開発の促進

⑥ 途上国のビジネスインフラ（ハード・ソフト）整備

⑦ 各種支援策の 有機的な連携
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① ＢＯＰビジネス支援センターの設立
【関係省庁、支援機関、民間企業、NGOが一体となったプラットフォームの設置、運営】

● ポータルサイトによる一元的情報提供機能

● マッチング（関係者間の情報交換・連携促進）支援機能

● 相談窓口機能

② 官民連携による具体的ビジネスの形成支援
【我が国の優れた技術・サービスを活用した様々な課題の解決を支援】

（３）現在及び今後の取組（案）

③ 各種調査・普及啓発事業の実施 【上記事業を支える基盤】

● 各種調査事業
・ 先行事例・潜在ニーズ
・ 人材育成・ファイナンス関連

● 普及啓発活動（国際シンポジウム、プラットフォーム設立シンポジウム（22年10月13日）、普及セミナー他）

● 実証事業の実施

● 研究開発支援

● 公的金融（NEXI、JBIC、JICA）の活用 等
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３．ＢＯＰビジネス支援センターの概要

（１）設立の目的
・ＢＯＰビジネスの総合的な支援の実施

（２０１０年１０月１３日設立 経済産業省事業）

（２）名称
・「ＢＯＰビジネス支援センター」
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（英語名：Japan Inclusive Business Support Center）

※ＢＯＰは“Base Of the economic Pyramid”の他、
“Billions Of People”

（世界の７割を占める４０億人のためのビジネス）
“Business Of Possibilities”

（無限の可能性を持ったビジネス）
といった意味も含めて命名。

（３）具体的サービス内容

①ポータルサイトによる一元的情報
提供

②マッチング（関係者間の情
報交換・連携促進）支援

・会員間の情報交換や企業と現地
ＮＧＯや支援機関等のパートナー
との連携促進の支援

支援施策・制度
政府関係機関によるＢＯＰビジネス
に関連する支援施策・制度

支援センター
関係組織

支援センターに協力いただいている
組織名・連絡先
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③相談窓口

・お問い合わせに対する支援セン
ター、ジェトロ、ＪＩＣＡ等の連携によ
る対応

マッチング支援
多様な関係者間のパートナーシップ
形成に関する情報

イベント情報 政府関係機関の関連イベント情報

国別情報
／報告書等

国別情報や関連調査報告書（潜在
ニーズ、先行事例、Ｆ／Ｓ調査等）

運営協議会 運営協議会関連の資料や実施概要

メールマガジン 会員向けメールマガジン
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（参考）ポータルサイトのイメージ
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事務局
（経済産業省（委託先を含む））

マッチング（関係者間の情報
交換・連携促進）支援

ポータルサイトによる
一元的情報提供運営協議会

（産学の有識者、民間企
業・団体、政府機関等）

会員

企業
NGO
/NPO

支援
機関

等

ＢＯＰビジネス支援センター

事業内容に
関する助言

支援センター
サービスの提供

（４）実施体制
①全体像

相談窓口

○経済産業省

実証・研究協力・産業人材育成事業 等

○ジェトロ

ＢＯＰ層潜在ニーズ・先行事例調査、普及セミナー開催 等

○ＪＩＣＡ

協力準備調査（ＢＯＰビジネス連携促進） 等

主な関連公的支援施策
在外日本政府

機関
国際的プラット

フォーム

補完
連携連携
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②運営協議会（委員リスト）

大野 泉 政策研究大学院大学 教授

荒木 光彌 国際開発ジャーナル社 代表取締役主幹

岡田 正大 慶應義塾大学大学院 准教授

小田 兼利 日本ポリグル 代表取締役会長

稲葉 公彦 ジェトロ 海外調査部主任調査研究員

黒田 かをり ＣＳＯネットワーク 共同事業責任者

【座長】
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富野 岳士 国際協力ＮＧＯセンター 事務局次長

久間 啓司 日本貿易会 経済協力委員会 副委員長

星 亮 パナソニック コーポレートコミュニケーション本部参事

三村 純一 ＮＥＸＩ 経営企画グループ長

山田 哲也 ＪＩＣＡ 民間連携室連携推進課長

弓倉 和久 ＪＢＩＣ 国際業務戦略部次長

横尾 賢一郎 日本経済団体連合会 国際協力本部長

（敬称略、五十音順）
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ＢＯＰビジネス支援センター

以下のポータルサイトより御登録下さい（無料）。

http://www.bop.go.jp

～チャンスは世界に！
日本企業等のＢＯＰビジネス参入を総合的にサポートします～
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国内市場が少子高齢化などにより縮小し、先進国経済の大きな成長も期待
しがたい中、新たな市場として、途上国低所得階層、いわゆる「BOP層」が
世界的に注目されています。
BOP層の市場規模は日本の実質GDPに匹敵する約5兆ドルとの試算もあ
り、大きなポテンシャルを有する市場となる可能性を秘めています。

こうした中、近年、官と民が連携し、事業活動を通じて社会課題の解決を目
指す「BOPビジネス」に注目が集まっています。

既に欧米のグローバル企業では積極的な取組が行われていますが、我が
国では未だ低い水準に留まっているのが現状です。

世界的に注目されている「BOP層（途上国低所得階層）」へのビジネスを、
先行事例等を織りまぜ解説！

（参考）

BOPビジネスは、持続的、効果的な経済協力の実施、わが国企業の海外

進出という二つの目的を同時に達成するものであり、政府、企業、国際機
関、援助機関、NPO、NGO等の様々な関係者にとって新たな挑戦分野で

あるとともに、各々にとって有益な関係を構築できる新たな契機ともなりうる
ものと考えられます。

そして何よりもこれらの挑戦により、日本の将来を担う、世界に雄飛する人
材の輩出につなげることこそが、現在の我が国に必要であります。

本書は、単なる政策的方向性としてのBOPビジネスのあり方を示すだけで
なく、実際にBOPビジネスに関わる方の利便に資し、行動の一助となるよう、
欧米企業等の先行事例や、潜在ニーズの調査結果等が提示されています。

編：経済産業省貿易経済協力局通商金融・経済協力課 発行：財団法人経済産業調査会
ISBN978-4-8065-2846-3 A5判260ページ 税込定価：2,310円 （2,200円 + 5％税） 発売日：2010年6月
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